 12.　災害支援・復興の国際基準におけるジェンダー・多様性の視点

　　　 ― スフィア基準 ― 
	

	　海外の災害や復興の支援には、支援活動で満たされるべき最低基準が作られており、国際的に合意された指針として支援現場で活用されています（序章参照）。人道支援の国際基準は、用途に応じて複数の種類が作成されていますが、そのすべてでジェンダー・多様性への配慮は、重視されています。なかには、『人道支援のジェンダー・ハンドブック』（2006年、機関間常設委員会）のように、支援活動のジェンダー配慮のみを特に取り扱ったものもあります。

　この章では、いくつかある国際基準のなかから、最もよく活用されている「スフィア・プロジェクト：人道憲章と人道対応に関する最低基準」（以下、「スフィア基準」：難民支援協会のウェブサイトからダウンロード可　http://www.refugee.or.jp/jar/report/research/2012/04/09-1123.shtml）を取り上げて、災害支援の国際基準において提唱されているジェンダー・多様性への配慮について具体的に説明します。

	


スフィア基準とは

　スフィア基準は、支援活動の影響を受ける人々に対して説明責任を果たし、支援の品質を保つ目的のために、国際的な救援団体や国際赤十字・赤新月運動によって1997年に作成されました。紛争や内戦が飢饉や干ばつなどの災害を併発しながら続発した1990年代に、このような共通の最低基準の必要性は初めて認識されました。災害がますます大規模化・複雑化し、より多様な種類の組織や団体が災害・復興支援にかかわるようになった現在においてこそ、支援活動の説明責任と品質管理のための基準が必要とされています。スフィア基準は、数度の改訂を経た現在、海外の災害支援の現場で大いに参照されています。行政や民間の支援団体の職員、ボランティア、地域で防災に取り組む人など多くの立場の人々が活用でき、分野・項目ごとに参照できるようになっています。

　スフィア基準には、①被災者には尊厳ある生活を営む権利があり、援助を受ける権利がある、②実行可能なあらゆる手段を尽くして、災害や紛争の被災者の苦痛を軽減するべきである、という二つの信念があります。尊厳ある生活とは、自分らしくあるための心のよりどころや誇り、大切にしてきた信念や価値観を保った生活と言ってよいでしょう。

　その倫理的・法的根拠となるのは、「人道憲章」と「権利保護の原則」です。「人道憲章」は、人権や人道に関する国際条約（世界人権宣言、国際人権規約、人種差別撤廃条約、女子差別撤廃条約、児童の権利条約、障害者権利条約など）を指します。「権利保護の原則」は、「人道憲章」に則って個人の権利が確保されるための活動原則（①人道支援が新たな被害を生まない、被害を悪化させない、②公平・公正に支援が届けられる、③人々を暴力や強要から保護する、④暴力や権利の侵害を受けた人々はその被害から回復される）を指します。すなわち、災害支援の国際基準は、災害時においてもすべての人の人権が尊重されるという点が基本となっています。

　最低基準は、これらの原則や信念を具体的に示したもので、どのような活動にも「共通する基準」と、「給水・衛生・衛生促進」、「食糧確保・栄養／雇用・収入機会」、「シェルター・居留地・食品以外の物品」、「保健（性と生殖に関する健康）を含む）」の各分野で基準が作られています。保健分野の中に、女性や子どもへの暴力への対処も含まれています。
	

	＜スフィア基準の全体像＞
 二つの中核となる信念 
①　被災者には尊厳ある生活を営む権利があり、援助を受ける権利がある

②　実行可能なあらゆる手段を尽くして、災害や紛争の被災者の苦痛を軽減するべきである

 スフィア基準の成り立ち 

原則と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

共通する基本的な　　　　　　　　　　　　　　　　　（＝支援の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

プロセスに関する

基準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　被災者が持つ権利の保護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①支援が被害を悪化させない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②公正・公平な支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③暴力・強要からの保護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④暴力被害からの回復の支援

）



	


スフィア基準におけるジェンダー・多様性配慮

　人道支援に最低基準が作られ、その中でジェンダー・多様性配慮が重視されている最大の理由は、災害時には、最も支援を必要とする人々、最も弱い立場にある人々に支援が届きにくいからです。日常から地域の中で声を挙げにくい人々がいます。混乱の中、弱い立場にある人々、差別を受けている人々へも支援が行き届いているか把握されないまま支援が行われることがあります。様々な不平等や差別がある社会の仕組みを意識しないで支援が行われるならば、意図せずして特定の被災者がさらに被害を受けることにもなりかねません。

　ジェンダー・多様性への配慮は、スフィア基準の中で、どんな人道支援活動にも必要な分野横断的課題と位置づけられています。すべての人々は、性のあり方、年齢、障害の有無、健康状態、家族の形、国籍、言語などの点で多様な存在です。ジェンダー・多様性配慮とは、一人ひとり多様な存在であることを尊重し、一人ひとりにあったよりよい支援が進むための環境づくりをめざすことです。

　スフィア基準では、「脆弱な人々」という言葉がよく使われます。これは、災害の影響を特に受けやすい人々を指しています。年齢、性別、障害の有無、経済的な状況、国籍や文化・言語、家族の形の違いなどによって、人々の被災経験は全く異なります。特に災害の影響を受けやすい人々の例として、スフィア基準は、女性、子ども、高齢者、障害やＨＩＶと共に生きる人々に注目し、災害のために慣れない土地に移住した人々も、困難に直面する可能性が高いと指摘しています。

　しかし、脆弱な人々の課題を、女性、子ども、障害者といった個別の立場だけから把握したり、困難な状況を固定したものとして理解するのは、効果的ではありません。多様な脆弱さの重なり（例えば、障害のある女性）や、時間の経過によって脆弱さの性質も変化するからです。何よりも、人々には、災害に立ち向かい、被害から立ち上がる能力もあることを無視することになります。脆弱な状況にある人々は、決して支援を受けるだけの弱い立場にあるのではなく、支援の担い手となったり、復興を主導したりする能力も備えているのです。

　スフィア基準では、「人道対応は、災害が男女、少年少女にもたらした影響の違いを理解し、男女・少年少女が必要とするサービスやモノ、それぞれ異なる心配事などの違いを把握した上で行われるとき、もっとも効果を上げることができる」と強調しています。

スフィア基準を基に作成した「ジェンダー・多様性配慮のチェックリスト」

　以下、スフィア基準からジェンダー・多様性配慮の要点を抜粋し、その要約をチェックリスト形式で確認きるようにし、解説を加えました。

(１)　どのような支援にも重要な基本事項

	

	被災住民中心の支援を行うための協議

①　あらゆる年齢層の男女および脆弱な人々が、被災住民をバランス良く代表して協議に参加できるようにする。参加することが社会的に困難な集団があれば、参加の障壁を理解し、それを取り除く。

必要とされる支援の把握

②　男女別・年齢層別の情報収集を行う。

③　男女別・年齢層別に収集した情報を報告書類に明示する。

④　あらゆる年齢層の男女、脆弱な集団など広い範囲の人から情報を収集する。

⑤　女性や少女から必要な支援について意見を聴く際には、安心して話せる場所を選んで行う。必要があれば女性だけで別に行い、性暴力への対応の技能をもつスタッフが参加する。

⑥　災害後に、差別を受けたり発言権が与えられないなどの理由でさらに脆弱性が高まる可能性のある集団に関しては、個別に詳細な分析を行う。

⑦　支援ニーズの査定を行うチームは男女両方で編成し、特に性別の統計収集や子どもとのコミュニケーションの技能を持つ者を含める。

支援事業の計画と実施

⑧　性別・年齢別の情報を活用して、災害が多様な個人や集団に異なった影響を与えたことを理解し、それぞれの異なる支援ニーズが満たされるようにする。

⑨　脆弱な集団が、必要な支援と保護を十分に受けられるようにするため、支援事業の計画作りから、男女（および少年少女）双方が参画するよう促す。

⑩　人々の脆弱性を高める要因を分析し、脆弱性を積極的に解消する方向で支援事業を計画する。

支援スタッフの業務遂行

⑪　支援チームの構成は、男女、年齢のバランスを取る。被災地域の文化や社会に受け入れられる形で多様な社会的立場のスタッフを含み、多様性が確保されるようにする。

⑫　支援スタッフと地元で事業実施に関わる人々に、被災者に対する性的搾取やそのほかの搾取による人権侵害に関与しないという行動規範を周知する。

⑬　支援スタッフは、支援する側に立つ者が持つ権力を自覚し、権力を濫用しないこと、支援と引き換えにした性的行為の要求をはじめいかなる交換にも関与しないことを周知する。

	


　東日本大震災においては、避難所や仮設住宅の運営に決定権を持つ責任者は、大部分が男性であり、女性や障害を持つ人々は少数でした（①）。これでは、女性や障害を持つ人々が必要としている支援を把握することは困難です（⑧、⑨）。意見を聴く場所や体制の工夫で、これまで発言する機会がなかった人々も発言しやすくなります（⑤、⑦、⑪）。特に、支援する側の人員に男女両方を含むことで改善が見られます。

　地域のリーダーや世帯主だけから意見を聞き、それを地域や家族全員の意見とみなすというやり方では、被災者の多様な現実を把握できません。個人単位の状況把握が必須です。本人たちが出て来たがらない、意見を言いたがらないから仕方ないとあきらめてしまっては、参加や意見表明ができないことの背後にある差別や排除に加担する（「権利保護の原則」が守れない）ことになります。被災地の文化や社会に受け入れられる形で工夫することが大切です。

　男女別・年齢層別に被災者の状況を把握することは、迅速に的確な支援を無駄なく行い、支援から漏れる人がないか確認するためにも、特に重要です（②、③、④、⑧）。被災直後は難しいかもしれませんが、できる限り早い時期に情報を性別・年齢別に分けて活用しましょう。区分の例として、男／女別に、０－５歳、６－12歳、13－18歳、19－29歳、その後10歳区切りという方法があります。

　「平均的な支援で全員平等」と考えるのではなく、「脆弱な立場にある人々＝最も支援を必要とする人々」により手厚く支援する必要があります。脆弱な人々が困難を改善し、支援を受けるだけでなく支援の担い手となることが、災害に強い地域づくりに貢献するからです（①、⑨、⑩）。

(２)　衛生の促進、給水施設、トイレ
	

	【衛生の促進】

①　衛生の促進に必要な物品について、男女両方、及びあらゆる年齢層の被災者から意見を聞く。特に適切な生理用品について、女性や少女に意見を聞く。

②　衛生を促進する活動（掃除やごみ処理など）の負担が、特定の集団に集中しないようにする。

【給水施設】

③　共同の給水施設や入浴施設の設置場所、設計、維持管理などは、使用者、特に女性、少女、障害のある人々との協議に基づいて決定する。

④　男女別の入浴施設、女性が下着などを洗濯・乾燥できる専用スペースを設ける。

⑤　共同の給水施設や入浴施設の設置場所は行きやすく、見通しがよい場所を選び、照明をつけるなど、人々が安全に使用できるようにする。

【トイレ】

⑥　男女別とし、男女用トイレの比率は１：３とする。

⑦　設置場所と設計について、被災者（特に女性と移動が困難な高齢者や障害者）の意見を求め、賛同を得る。

⑧　すべての被災者（子ども・高齢者・妊娠中の女性・障害を持つ人々）が安全に使えるよう設計し、場所を選定する。

⑨　日中・夜間安心して使え、使用者、特に女性と少女の恐怖を軽減する場所に設置する。

⑩　女性の生理用品を処理できるようにするか、生理用布製品を洗濯・乾燥するのに必要なプライバシーを確保する。女性と少女から意見を聞いた上で、この点を決める。

	


　トイレ、入浴施設、洗濯場、物干し場などの設置や設計について、移動が困難な高齢者や障害者、または治安上の不安がある女性や少女の意見を聴いて決めることが、誰にとっても使いやすい設備となるコツです（①、③、⑦、⑩）。これらの設備を男女別に設置し、女性や少女が安心して使えるようにすることは、尊厳ある避難生活の基礎であり、性暴力の危険を減らすことにもなります（④、⑤、⑥、⑨）。性別を分けない「多目的トイレ」を作っておくと、介助する人とされる人の性別が違う場合などに有効です。

　設置場所の選択肢がないような場合でも、女性や高齢者・障害と共に生きる人々が、設備の設計や使用ルールの議論に参加する意味は大いにあります。

　女性の意見を聞く際には、中高年の女性、若い母親、単身女性、中学・高校生などから広く意見を聴く必要があります。また、トイレや衛生の促進に関する活動の責任者や支援者を男女双方が担うことによって、多様な意見を聴き、トラブルに対処することが容易になります。

(３)　食糧・栄養、雇用・収入機会
	

	【食糧・栄養】

①　食糧確保のための支援の計画と実施には、男女双方の参加が必要であるが、世帯の中で食事に関する役割を担うのは女性であることが多いので、女性が必ず参加する。

②　妊娠中・授乳中の女性を、食糧の確保において優先する。

③　自炊施設が作られる場合、使いやすさ、安全性、衛生管理について、使用者と情報を共有し、特に女性から意見を聞く。

④　食事の摂取に困難がある障害者や高齢者などの食事内容や介助に配慮する。

【雇用・収入機会の提供】

⑤　男女が平等に機会にアクセスできるようにする。

⑥　妊娠中の女性や障害を持つ人々などのために、代替的な機会を提供する。

⑦　託児や家族の介護の設備を提供し、家庭責任が特定の個人（特に女性）に集中しないようにする。

	


　多くの避難所で、炊き出しの実働は女性だけが担いました。当番に当たった女性の中には、一日中炊き出しをして疲労困憊する人や、家族の世話、出勤、家や職場の片付けや職探しとの間で二重、三重の板挟みにあって苦労する人がいました。男女双方が参加する仕組みであれば、女性だけに加重な負担がかかることは避けられたでしょう（①）。

　被災地では、被災前と比べて女性の失業率が男性よりも高まりました。雇用創出支援に限らず、被災者支援は、スタート地点で男女が同様に活用できる設計になっていても、ゴール地点で格差が生まれることがあります。女性や障害者も使いやすい支援とするために配慮が必要です（⑤、⑥、⑦）。海外では、災害後に創出される雇用の一定割合が女性に留保される国も多くあります。

(４)　避難施設・住宅再建、食糧以外の物資の提供
	

	【避難施設・住宅再建】

①　避難施設内部のスペース活用について脆弱な集団の意見を取り入れる。

②　避難施設内部は、設備への通路や家族／個人単位の仕切りを整備し、プライバシーを守る。

③　被災した世帯の全員が、住居に関する支援の決定に関与できるようにする。

④　避難施設や仮設住宅、住宅再建において、女性世帯主や障害者、高齢者が不利益や困難に遭わないよう、計画や建設段階からの幅広い弱者層の参画を確保する。

【食糧以外の物資の提供】

⑤　衣類や衛生用品は、性別や年齢に応じ、季節や文化にあったものを提供する。

⑥　慢性疾患や障害を持つ人、妊娠中の女性は、余計に衣類や衛生用品が必要である。また乳幼児や高齢者は体温の調節が難しい。これらの人々には特に衣類の配布を考慮する。

⑦　調理器具や食器のニーズに関しては、特に女性の意見を聞く。

	


　避難所や仮設住宅のスペース活用や運営についても、女性や脆弱な人々の意見を取り入れる必要があります。高齢者や障害者、女性や少女の意見を反映することが、誰もが使いやすい避難所となるコツです（①、④）。プライバシーの確保は、尊厳ある避難生活の基礎です（②）。

　避難所の使い方に選択肢がないような場合でも、女性や高齢者・障害を持つ人々が避難所のスペース活用や使用ルールの議論に参加する意味は大いにあります。

　女性の意見を聞く際には、中高年の女性、若い母親、単身女性、中学・高校生などから広く意見を聴きましょう（③～⑦）。また、避難施設においてスペースの活用・運営や物資配布の担当者を男女双方が担うことによって、多様な意見を聴き、トラブルに対処することが容易になります。

(５)　保　健
	

	【保　健】

①　被災者にサービスを行う医療スタッフに必ず女性が入るようにする。

②　被災者の性と生殖に関する健康（リプロダクティブ・ヘルス）のニーズに応えられるよう医療サービスを整える（例：家族計画やＨＩＶ予防のための避妊具、性暴力被害者のための緊急避妊薬の提供、妊産婦のための支援など）。

③　人道支援に関わる全ての人は、女性や子どもへの性暴力が災害時に増加することを理解し、それを防止するために決然と行動する。

④　性暴力の事例は匿名で報告し、再発の防止に努めることを、支援の一環とする。

⑤　災害時の保健サービスの一環として、性暴力被害者に対する医学的処置、守秘義務を伴う相談、他の適切な治療施設への搬送、法的措置（サバイバーの意思に基づく）を組み込む。

	


　被災者に直接サービスする医療スタッフに一人でも女性が入ることで、女性の被災者は断然、相談しやすくなります（①）。

　残念なことですが、日本を含めた世界の過去の大災害の事例では、性暴力やドメスティックバイオレンスが増加しています。平時でも、性暴力の被害は訴えにくいものですが、災害時にはなおさらです。だからこそ、救援や復興に関わる全ての人は、性暴力の防止を視野に入れた研修や訓練を行い、対処策を整備しておく必要があります（②、③）。災害時における性暴力は自分の活動と関係ないという態度を取ることは許されません（④、⑤、権利保護の原則の３と４）。日頃から、自分たちが暮らす地域で、性暴力はどんなときにも許されないという姿勢を示し、地域の行政や女性センターの相談窓口、警察や医療、司法のサポート体制などについて調べておきましょう。

スフィア基準を支援活動に取り入れるために

　スフィア基準は、海外の人道支援の現場で広く参照されていますが、残念ながら、東日本大震災の救援活動には十分に活用されたとはいえません。しかし、これからの長い復興の過程で参考にするために、また将来の災害に備えて、スフィア基準の勉強会や研修が、徐々に各地で行われるようになってきました。

　「避難所を手探りで運営している地元の方に、国際基準の適用を無理強いすることはできない」、「避難者数が多いときには、一人ひとりの意見を聞くことは時間的に無理ではないか。そうするだけの気持ちのゆとりもない」という考え方もあるでしょう。

　スフィア基準全体と、前節で紹介した「ジェンダー・多様性配慮のチェックリスト」は、すべての基準・項目を守らねば意味がないという性格のものではなく、ポイントごとに参照できます。活用できそうな項目から順次選んで活動に導入することができます。また、地域の実情に合わせた独自の基準を「被災者には尊厳ある生活を営む権利があり、援助を受ける権利がある」、「実行可能なあらゆる手段を尽くして、被災者の苦痛を軽減するべきである」という信念と、権利保護の原則に則って、作ってみることもできるでしょう。

　防災訓練、避難所立ち上げ訓練や、備蓄物資の見直しなどを、このチェックリストを参照して行うこともできます。ジェンダー多様性配慮として何を行えばよいのか迷った際にも、参考になります。

　また、災害の現場で真っ先に支援を始めることになる地域の組織、自治体、支援団体は、ジェンダー多様性に配慮した支援活動とはどのようなものか、平時から理解を深めておかない限り、実際に災害が起きたときに実践することは不可能です。スフィア基準は、ジェンダー多様性の視点だけではなく、災害における人権について学ぶための教材としても有効です。
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